
1 泉大津市下水道普及率向上整備計画
平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 泉大津市

市域全域において汚水の面整備を概成し、健康で衛生的な生活環境の確保と公共水域の水質保全に努める。
夕凪地区等において、雨水の排除能力を向上させる。
汐見下水処理場において、合流式下水道緊急改善事業を完了させる。

　　計画の成果目標（定量的指標）
・下水道処理人口普及率を90.5%(H21末)から95%(H26末)に増加させる。

・夕凪排水区整備率を0％（H22）から100％（H24）に増加させる。

・公衆衛生上の安全確保：吐口において未処理放流回数を半減する。

下水道処理人口普及率
　＝下水道を利用できる人口(人) ／ 総人口(人) 90.5% 92.0% 95.0% 　

夕凪排水区整備率
＝（整備済み面積（ha）／雨水整備を実施すべき面積（ha））

分流式下水道並のBOD排出量を達成した面積割合

　＝（分流並達成面積（ha）／合流改善対策面積（ha）)

未処理放流回数の半減を達成した吐口割合

　＝（未処理放流回数半減吐口数（箇所）／現況吐口数（箇所））

A　下水道事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H22 H23 H24 H25 H26

1-A-1 下水道 一般 泉大津市 直接 - 汚水 新設 汚水管 φ200mm L=700m 泉大津市 44

1-A-2 下水道 一般 泉大津市 直接 - 汚水 新設 泉大津市 1168

1-A-3 下水道 一般 泉大津市 直接 - 雨水 新設 泉大津市 506

1-A-4 下水道 一般 泉大津市 直接 - 処理場 改築 汐見下水処理場合流改善事業 水処理施設工事 泉大津市 185 合流改善

1-A-5 下水道 一般 泉大津市 直接 -
汚水・雨水
処理場 改築 下水道施設長寿命化計画策定 長寿命化計画策定 泉大津市 18 長寿命化

合計 1921

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-C-1 下水道 一般 泉大津市 直接 - 汚水管 φ=200mm L=550m 泉大津市 18

1-C-2 下水道 一般 泉大津市 直接 - 汚水管 φ=200mm L=3190m 泉大津市 430

1-C-3 下水道 一般 泉大津市 間接 個人 水洗化促進への助成金 泉大津市 32

合計 480

番号 備考

1-C-1

1-C-2

1-C-3

・汚濁負荷量の削減：合流改善面積において、分流式下水道と置き換えた場合に排出する汚濁負荷量と同程度以下（いわゆる分流式下水道並み）
　の水質達成のため、BOD放流負荷量を削減する。（136.4ha/136.4ha＝100％）

新設

新設

工種

高石泉大津幹線区域 汚水管渠整備事業（支線）

事業内容

夕凪排水区 雨水管渠整備事業
雨水管 φ700～□2300mm
A=17.26ha

（H22当初）

0.0%

20.0%

市町村名

100%

要素となる事業名

事業内容
事業実施期間（年度）

要素となる事業名

効果促進事業費の割合

和泉泉大津幹線区域 汚水管渠整備事業（支線）

 市町村名

全体事業費
（百万円）

0%

全体事業費
（百万円）要素となる事業名

高石泉大津幹線区域 汚水管渠整備事業

交付対象事業

和泉泉大津幹線区域 汚水管渠整備事業

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

100%

市町村名

事業者

Ｃ

省略
工種

2,401百万円

　社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）

工種

省略

計画の名称
交付対象

計画の目標

番号

計画の期間

番号

0%

100%

基幹事業（1-A-1,1-A-2）で整備する下水道の面整備に併せて、地域住民に各戸水洗化を助成することで公共下水道への接続促進を図り、公衆衛生の向上に寄与する。

一体的に実施することにより期待される効果

水洗化工事助成金事業-

基幹事業（1-A-2）で実施する汚水管渠と接続する汚水管渠（支線）を一体的に整備することで、下水道未整備地区の早期普及促進を図る。

全体事業費
（百万円）

Ａ

省略

事業内容

（H26末）

基幹事業（1-A-1）で実施する汚水管渠と接続する汚水管渠（支線）を一体的に整備することで、下水道未整備地区の早期普及促進を図る。

汚水管 φ200～800mm
L=14,327m

事業者

100.0%

480百万円
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

（H24末）

事業者

Ｂ

　　定量的指標の定義及び算定式

1,921百万円全体事業費

備考

100% 100%

定量的指標の現況値及び目標値
当初現況値 最終目標値中間目標値


